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年度末報告書（実行団体） 

● 提 出 日 ：  2022年 4月 25日 

● 事 業 名 ：  広域・分散型 災害支援ネットワーク構築事業 ～広域災害に対応する全国モデルへの展開～ 

● 資金分配団体 ：  全国災害ボランティア支援団体ネットワーク 

● 実 行 団 体 ：  北の国災害サポートチーム   

● 新型コロナウイルス対応緊急支援助成（通常枠での追加助成）の有無 ： 有 ☐無 

 

① 実績値 

【資金支援】 

アウトプット 指標 目標値 達成時

期 

現在の指標の達成状況 進捗
状況
＊ 

①-1支援団体のリスト化とマッピング リスト・マップ数 １ ２０２１ 

年度 

1 

※リスト化・マッピング作業は終了。来年度中の公開を目

指す 

2 

②-1 全道域フォーラムと被災者支援研修会

の開催 

①開催回数 ①4回／年 ２０２０ 

年度 

①6回 
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②参加人数 ②150人／年 ②延べ２６２人 

（技術系研修会３会場・4 日程計延べ６２人／オンライン研

修会全２回計延べ６５人／フォーラム4会場・オンライン計１

３５人） 

※技術系研修会を道内３地域で開催できたことから、目標

値を上回る開催回数・参加人数を達成することができた。 

 

②-2全国域フォーラム・研修会への参加 参加回数 ２回／年 2020 

年度 

３回 

・第５回災害時の連携を考える全国フォーラム（主催：

JVOAD／当団体より８名参加） 

・令和３年度多様な主体間における連携促進のための研修

2 
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会・基礎研修（主催：内閣府／当団体より１名が修了証を受

領） 

・被災地に寄り添う災害ボランティアセンター運営研修会

（主催：全国社会福祉協議会／当団体より１名が参加） 

 

②-3胆振東部地震のアーカイブの作成 ①配布部数 ①3,000部 2020 

年度 

➀850部 

※新型コロナウイルス感染症の影響により、２０２０年度は

アーカイブ冊子を活用した対面での研修会開催が困難で

あった。そのため作成するアーカイブの対象期間を延長し

再編するとともに、Web での公開も行ったため、印刷部数

を 1000部に減冊した。 
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②配布箇所 ②450か所 ②565か所 

（北海道内全市町村の行政・社会福祉協議会、都府県社会

福祉協議会、協力会員団体等） 

 

③-1当該地区における意見交換等の開催 開催回数 各地区 2回 2022

年度 

釧路地区２回、 

有珠山周辺地区３回 
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③-2当該地区におけるネットワーク構築 ①打合せ回数 ①各地区 4回 2022

年度 

①各地区 4回 

 
2 

①コンタクトを取

った方のリスト数 

②1 ②１ 

③-3 当該地区の中間支援組織にコーディネ

ーターを配置 

①配置拠点数 ①２ヵ所 2020

年度 

①2か所 2 

②配置人数 ②2人 ②２人 

④-1 全道域フォーラムや研修会等への企業

の参加 

参加企業数 5社 2022

年度 

１５社 2 

④-2 企業等への協力要請と支援構築に向け

た会議の開催 

開催回数 6回／年 2022

年度 

6回 2 
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⑤-1コーディネーターの配置
①配置拠点数 ①２ヵ所 2020

年度 

①２ヵ所 2 

②配置人数 ②２人 ②３人

⑤-2 道庁、道社協担当者とのコア会議の開

催 

開催回数 2回／年 2021

年度 

１回 

※2021 年度は道庁・道社協と三者での会議開催は 1 回

のみだったが、それぞれ個別で意見交換や情報共有の場

を複数回設けた。 

３ 

＊進捗状況：1計画より進んでいる 、2 計画どおり進んでいる 、3計画より遅れている、4その他 

② 事業進捗に関する報告

1.事業計画に掲げた短期アウトカムの達成の見込み

2.概ね達成の見込み

2.アウトカムの状況

A：変更項目 

変更なし ☐短期アウトカムの内容 ☐短期アウトカムの表現  ☐短期アウトカムの指標 ☐アウトカムの目標値

3. 活動に関する報告

 ２０２１年度は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けながらも、オンラインツールを活用した研修会等に加え、多拠点でのハイブリッド型のフォーラムの開催、また

少人数・屋外開催の技術系研修会の実施等、感染防止策を講じつつ各事業を展開することができた。 

 ２０２１年３月まで４８回定期開催してきた北海道胆振東部地震情報共有会議（北の国会議）は、今年度は発災から約 3年が経過した 2021年 9月 21日に第４９回

をオンラインにて開催し、３１名が参加した。半年ぶりの開催となり、各町の現状や復興の過程の取組みや活動を継続している支援団体からの報告を共有し、フェーズ

が変化しても被災地域の行政・社協職員や外部支援団体が集まって情報共有する場の重要性を感じたとともに、発災直後から継続して開催してきたことで参加者同

士の関係性の構築・ネットワークが拡大されていることを実感できた。 

 昨年度に引き続き開催したオンライン研修会（全２回）では、第 1 回３９名、第２回２６名が参加、全道域フォーラムでは１３５名が参加し、前年度の参加者数を大きく上

回り、協力会員の増加にもつながった。特に全道域フォーラムについては、メイン会場である札幌を含めて北海道内 4 カ所に配信会場を設け多拠点でのハイブリッド

型開催とし、配信に関する作業等も全て当団体の幹事団体および協力団体で担い遂行することができた。オンラインツールを活用した会議は以前から行っていたが、

多拠点での配信も含む会議の開催が可能になったことで、今後広域災害時や遠方からの支援が必要な場合においても効率的な情報収集・情報交換、支援の展開・拡
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大につながることが期待できる。 

 当該地区における意見交換会については、有珠山周辺地区では地元活動者のガイドとの火口遺構公園の見学を含めた意見交換会を実施したほか、有珠山周辺の

胆振管内 4 市の社協との意見交換会も行い、災害ボランティアセンター運営等の視点から、噴火災害に備え、また発災時に向けた今後の取り組み等について話し合

った。釧路地区においても、行政・社協・地元活動者が集まる意見交換会において、千島海溝を震源とする地震・津波災害発生時の被害想定から、可能な支援活動や

活用できる資源について議論した。 

この他、当該地区では下記技術研修会の開催や全道域フォーラムでの地区別交流会の実施、北海道社協が主催する災害ボランティア組織連携会議（当該地区を

含む北海道内各地の会議において当団体の活動内容について報告）への参加等を重ね、地元の行政・社協・NPO 等との関係構築、更なる連携・ネットワーク拡大の

可能性を感じることができた。 

 また今年度より、実技を含む技術系研修会を実施した。建設機械レンタル会社の協力により、災害時の支援活動にも使われる重機やチェーンソー等を用いた研修と

して、釧路・有珠山周辺の当該地域を含む北海道内３会場・４日間開催し、延べ６２名が参加した。実技を含む対面型の研修会も実施したことで、当該地区内でのネッ

トワークの拡大が見え、また建設機械レンタル会社との連携も深めることができた。本研修会については事後も参加希望の声が多く、次年度も引き続き複数地域での

開催を検討したい。

 さらに、新型コロナウイルス感染症の影響による研修会の内容変更等の理由から、昨年度より作成が遅れていたアーカイブ冊子についても完成した。作成期間を長

く取り、新型コロナウイルス対応緊急支援助成を受けたことからＷｅｂ上で閲覧でき、冊子に掲載できなかった情報も検索できるサイトを作成することができた。冊子に

ついては北海道内の全市町村行政・社会福祉協議会および都道府県社会福祉協議会等に配布し、災害支援における北海道の事例として高評を得ていることから、今

後はアーカイブ冊子を活用した研修会も企画していきたいと考えている。 

6.�新型コロナウイルス感染拡大に対して、事業活動を行う際に工夫した点

昨年度は予定していた事業のほとんどが完全オンライン開催となり、事業の目的の一つであったネットワーク拡大のための参加者とのコミュニケーションに物足りな

さが残ったことから、今年度は感染状況に応じて開催方法を検討し、屋外での活動を含む企画の実施や、全道域フォーラムでは北海道内に 4 か所の配信中継会場を

設けて参加者を分散させ、かつオンラインでも参加可能なハイブリッド型での開催とした。 

新型コロナウイルス対応緊急支援助成を受け、オンライン環境の整備やWebサイト構築に充てることができたため、全体の参加者が 135名となったフォーラムにお

いても、感染症に配慮した少人数・複数会場での実施、またオンライン参加でも配布資料や関連資料にアクセスしやすいよう、工夫することができた。 
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② 広報に関する報告

1. シンボルマークの使用状況

自団体のウェブサイトで表示している 広報制作物に表示している

報告書に表示している ☐イベント実施時に表示している ☐その他

→「その他」を選択した場合は記載してください（自由記述）：

2. 広報

1.メディア掲載（TV・ラジオ・新聞・雑誌・WEB等）

・NHK「明日をまもるナビ」（2021年 11月 28日放送、番組エンディングにて団体紹介）

・函館新聞（２０２２年２月１８日、「災害支援」考えよう ３月２日にフォーラム）

・函館新聞（２０２２年２月２０日、災害支援考え意見交換を きたサポ 来月 2日にフォーラム）

・北海道新聞夕刊道南版（２０２２年２月２１日、災害時の円滑支援 意見交換 来月 2日函館でフォーラム）

・函館新聞（２０２２年３月３日、災害支援の在り方探る きたサポ まちセンなどでフォーラム）

2.広報制作物等

・「技術系研修会 in石狩」チラシ （発行時期：２０２１年９月、部数：７００部）

・「技術系研修会 in釧路・室蘭）チラシ （発行時期：２０２１年１０月、部数：５００部）

・「オンライン研修会 2021」チラシ （発行時期：２０２１年１１月、部数：1,000部）

・「第 2回これからの災害支援を考える北海道フォーラム」チラシ （発行時期：２０２２年１月、部数：2,500部）

・北の国災害サポートチームWebサイト （2022年 2月運用開始 https://kitasapo.net/）

・北の国会議データベース （2022年２月運用開始 https://data.kitasapo.net/）

3.報告書等

・「平成３０年北海道胆振東部地震 情報共有会議の記録」 （発行時期：2021年９月、部数：1,000部）

※北の国災害サポートチームWebサイト内＜きたサポ報告書 https://kitasapo.net/archives/#kitasapo_report＞から DL可能

北海道内全市町村行政、社会福祉協議会、都道府県社会福祉協議会、および北海道フォーラム参加者へ配布

・「厚真町災害ボランティアセンター活動記録誌」 （発行時期：2021年１０月、発行者：厚真町社会福祉協議会）

上記記録誌の作成にかかる振り返り会への協力および企画・編集のサポートを行う
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4.イベント開催等（シンポジウム、フォーラム等）

・「厚真町災害ボランティアセンター振り返り会」 （開催日：2021年６月１９日・２０日、参加者数：34名）

主催：厚真町社会福祉協議会 

厚真町災害ボランティアセンター活動記録誌作成のため、災害発生時からボランティアセンターが閉所するまでの期間を 4 つのフェーズに分け、行政・社協お

よび全国の NPO等の外部連携団体との振り返り会を実施。 

・「災害ボランティア技術系研修会 2021 in石狩」 （開催日：2021年１０月 2日・3日、参加者数：2日間延べ 38名）

建設重機や大工系の技術を持つ「技術系災害ボランティア」の必要性や、活動上の関係機関との連携を学び、重機等の実演・試乗も交えた研修会を実施。全

国各地の災害被災地で活動する団体を講師に招き、使用した重機は建機レンタル会社の協力を得て実施。 

・「有珠山地区意見交換会 in 洞爺湖町」 （開催日：2021年１０月１２日、参加者数：21名）

有珠山噴火災害に備え、地元地域の行政・社会福祉協議会関係者や活動団体等と地域外の支援関係者を交えた支援体制の構築、ネットワークの拡大を目的

に、火口遺構公園の見学を含めた意見交換会を実施。 

・「防災に関する意見交換会～三者連携を考える～」 ※共催 （開催日：2021年１０月２９日、参加者数 36名）

主催：旭川市市民活動交流センターCoCoDe 

旭川地域で活動する団体や活動内容を知り、行政、社会福祉協議会、NPO 等が連携することで、災害時発生時にどのような支援ができるかを考え、理解を

深めることを目的に開催。 

・「災害ボランティア技術系研修会 2021 in釧路」 （開催日：2021年１１月６日、参加者数：14名）

石狩会場で資材協力をいただいた建機レンタル会社の協力のもと、同様の内容を当団体スタッフが講師となり実施。 

・「災害ボランティア技術系研修会 2021 in室蘭」 （開催日：2021年 11月 13日、参加者数：10名）

  釧路会場と同様の内容の研修会を室蘭市でも実施。 

・「オンライン研修会 2021」 第１回 （開催日：２０２１年１１月１５日、参加者数：３９名）、

第２回 （開催日：２０２１年１１月２５日、参加者数：２６名） 

第 1 回は『北海道における災害時の連携を考える～生協の災害支援の役割と取り組みから～』、第 2 回は『災害時にも生きるネットワーク構築～パートナーシ

ップと子どもへの支援～』として、当団体の関連組織や協力会員団体をゲストに過去の災害時の支援活動事例を取り上げるとともに、各機関の強みを生かし

たスムーズな支援体制構築を目的に開催。 
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・「釧路地区意見交換会 2021」 （開催日：2021年 11月 24日、参加者数：18名）

千島海溝を震源とする地震・津波災対に備え、多様な機関の関係者が顔の見える関係性を作ることを目的に、釧路地域における災害発生時の被害予測から

支援を考え、過去の災害支援活動者の報告を踏まえた意見交換会を実施。 

・「第 2回これからの災害支援を考える北海道フォーラム～多様な主体の連携による被災者支援をめざして～」

（開催日：2022年 3月 2日、参加者数：135名 ※オンライン参加者はアカウント数でカウント） 

平成 30 年北海道胆振東部地震の支援記録から見えた被災者支援の効果や課題を基に、災害時の円滑な支援につながる『多様な主体との連携』をテーマに

開催。 

・「有珠山噴火に向けた胆振管内市社協意見交換会」 （開催日：2022年 1月 27日、参加者数：10名）

主催：一般社団法人Wellbe Design 

有珠山の噴火災害に備え、胆振管内 4市の社協と、災害ボランティアセンターの運営にかかる状況や噴火に向けた取り組み等についての意見交換会を実施。 

④規程類の整備に関する報告

1. 事業期間に整備が求められている規程類の整備は完了しましたか。

完了  ☐整備中

2. 整備が完了した規程類をwebサイト上で広く一般公開していますか。

全て公開した ☐一部未公開 ☐未公開

→「一部未公開」「未公開」を選択した場合の理由と公開予定日：

3. 変更があった規程類に関して資金分配団体に報告しましたか。

はい  ☐いいえ

→「いいえ」を選択した場合の理由：
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はい  ☐いいえ

→「いいえ」を選択した場合の理由：

2. 内部通報制度は整備されていますか。

はい  ☐いいえ

→「はい」の場合の設置方法（複数選択可）：内部に窓口を設置  ☐外部に窓口を設置  ☐ JANPIAの窓口を利用

→「はい」の場合の利用有無：☐はい いいえ

3. 利益相反防止のための自己申告を定期的に行っていますか。

はい  ☐いいえ

→「いいえ」を選択した場合の理由：

4. 関連する規程の定めどおり情報公開を行っていますか

はい  ☐いいえ

→「いいえ」を選択した場合の理由：

5. コンプライアンス委員会は定期的に開催されていますか。

☐はい いいえ

→「いいえ」を選択した場合の理由： 報告の対象となる不正行為が特に無かったため

6. 報告年度の内部監査又は外部監査を実施予定ですか。（実施済みの場合含む）

内部監査を実施  ☐外部監査を実施  ☐実施する予定がない

→「実施する予定がない」を選択した場合の理由：

⑤ガバナンス・コンプライアンスに関する報告

1. 社員総会、理事会、評議会は定款の定める通りに開催されていますか。
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添付資料 

活動の写真（画像データは 1枚２MG以下、3～4枚程度） 

・「災害ボランティア技術系研修会 2021 in石狩」 （開催日：2021年 10月 2日・3日）
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・「有珠山地区意見交換会 in 洞爺湖町」 （開催日：2021年 10月 12日）
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・「オンライン研修会 2021」 第 1回 （開催日：2021年 11月 15日）
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・「第 2回これからの災害支援を考える北海道フォーラム～多様な主体の連携による被災者支援をめざして～」 （開催日：2022年 3月 2日）




